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年金制度改正法が成立、被用者保険の適用拡大など 

 厚生労働省はこのほど、本年５月２９日の通常国会において、「年金制度の機能強化の

ための国民年金法等の一部を改正する法律」（年金制度改正法）が成立したことを明らか

にしました。改正法の主な内容には、１）被用者保険の適用拡大、２）在職中の年金受給

の在り方の見直し、３）受給開始時期の選択肢の拡大、４）確定拠出年金の加入可能要件

の見直し等があり、施行期日は原則令和４年４月１日です。 

 

 被用者保険の適用拡大では、短時間労働者を被用者保険の適用対象とすべき事業所の企

業規模要件について、段階的に引下げ（現行５００人超→１００人超→５０人超）、５人

以上の個人事業所に係る適用業種に、弁護士、税理士等の資格を有する者が行う法律又は

会計に係る業務を行う事業を追加、厚生年金・健康保険の適用対象である国・自治体等で

勤務する短時間労働者に対して、公務員共済の短期給付を適用、などがあります。 

 

 在職中の年金受給の在り方の見直しでは、高齢期の就労継続を早期に年金額に反映する

ため、在職中の老齢厚生年金受給者６５歳以上の年金額を毎年定時に改定することとして

います。６０歳から６４歳に支給される特別支給の老齢厚生年金を対象とした在職老齢年

金制度について、支給停止とならない範囲を拡大します（支給停止が開始される賃金と年

金の合計額の基準を、現行の２８万円から４７万円（令和２年度額）に引き上げます）。 

 

 受給開始時期の選択肢の拡大は、現在６０歳から７０歳の間となっている年金の受給開

始時期の選択肢を、６０歳から７５歳の間に拡大、また、確定拠出年金の加入可能要件の

見直し等では、確定拠出年金の加入可能年齢の引上げとともに、受給開始時期等の選択肢

を拡大します。確定拠出年金における中小企業向け制度の対象範囲の拡大（１００人以下

→３００人以下）、企業型 DC 加入者の iDeCo 加入の要件緩和など、制度面・手続面の改善

を図ります。 

 

 そのほか、国民年金手帳から基礎年金番号通知書への切替えや、未婚のひとり親等を寡

婦と同様に国民年金保険料の申請全額免除基準等に追加、短期滞在の外国人に対する脱退

一時金の支給上限年数を３年から政令で定める期間内に引上げ（具体的には５年以下を想

定）、年金生活者支援給付金制度における所得・世帯情報の照会の対象者の見直し、児童

扶養手当と障害年金の併給調整の見直しなどがあります。 

 

＊詳細はこちらからご確認いただけます。 

「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の概要」（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000636611.pdf 


